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1. はじめに 

下水道整備の進展につれて施設ストックが増

大し、管路施設の老朽化等に起因した道路陥没も

増加傾向にあり、維持管理の重要性が高まってい

る。そのため、道路陥没後の老朽管路の改築とい

った事後的な対応では、日常生活や社会活動に重

大な影響を及ぼすだけでなく、コスト的にも不経

済となることから、国土交通省では平成 20 年度

に、ライフサイクルコスト最小化の観点を踏まえ

た「下水道長寿命化支援制度」が創設された。 

これは、下水道長寿命化対策に必要な下水道施

設の健全度に関する点検・調査及び本結果に基づ

く下水道長寿命化計画の策定に必要な費用につ

いて、国からの補助が受けられるものである。 

富山県内では、当社が計画した射水市が最も早

く長寿命化に着手し、平成 21 年 10 月に承認され

た。北陸では初めてで、全国的にみても事例が少

ない先進的な計画である。 

 

2. 射水市下水道長寿命化計画取組みの背景 

射水市新湊地区は、昭和 34 年に下水道整備に

着手しており（最大経過年数 38 年）、劣化しや

すい管種である陶管が全体の 3 割を占めている。

そのため、下水道要因による道路陥没被害が年々

増加傾向にあり、それに伴う修繕費や維持管理費

が増大し、市の財政状況を圧迫している。そこで、

管路の老朽化が顕著なことから、道路陥没危機の

予防保全を図り、あわせて維持管理費の増大を抑

制するため、射水市では下水道長寿命化計画を策

定することとした。下水道長寿命化計画とは、予

防保全的な管理及び更生工法あるいは修繕・取替

え等により既存ストックを活用し、耐用年数の延

伸を行うものである。ここに、当社が計画した射

水市の下水道長寿命化計画策定のフローを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 劣化診断 

(1) 緊急度の判定 

劣化診断では、ＴＶカメラ調査判定結果から不

良発生率に基づくスパン全体のランク及び、腐

食・たるみによるランクの劣化判定を行う。この

結果から、「下水道長寿命化支援制度に関する手

引き（案）平成 21 年度版」による緊急度の判定

基準に対応させ、緊急度を 3 段階に分けて決定し

た。なお、射水市の下水道長寿命化計画では緊急

度Ⅰ・Ⅱを対象にしている。 

  

 

 

 

 

 

 

破損 b 浸入水 a 

図-1 下水道長寿命化計画策定フロー 

図-2 ＴⅤカメラ調査による劣化状況写真



NiX Technical Report 2010 

3 

         START       

修繕安価の
ため判定④へ

・腐食A
・たるみA～C

・破損a、継手ズレa
・逆勾配、逆段差
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・破損b,c
・継手ズレb,c
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施工環境
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スパン単位

施工環境
厳 し い

施工環境
良　　好

軌道

布設替

スパン単位

施工環境
厳 し い

施工環境
良　　好
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スパン安価③又は、浸入水あり

(経過10年以上)

スパン安価②

いづれか該当あり①

該当なし

改築要否措置判定

要

点検維持の継続
不要

経済比較

更生

布設替

経済比較

更生

施工環境
厳 し い

施工環境
良　　好

軌道

内面補修

部分開削

経済比較

内面補修

施工環境

厳 し い

経済比較

更生

軌道

経済比較

更生

更生内面補修

修繕安価の
ため判定④へ

判定①

判定②

判定③

置換推進工

更生

置換推進工

表-1 緊急度の判定基準 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 緊急度Ⅲの取り扱いについて 

「下水道長寿命化支援制度に関する手引き

（案）平成 21 年度版」では、緊急度Ⅲは「簡易

な対応により必要な措置を 5年以上に延長できる

場合」と定められている。しかしながら、5 年以

上延長して措置を講じた場合、地域の状況（商業

地域・家屋の密集）や耐震化に伴う重要路線の老

朽化、施工におけるグルーピング（交通規制・市

民生活への影響・コスト面）など様々な問題が発

生する。そこで、射水市では重要度が高い緊急度

Ⅲのスパンについて、単独事業や耐震化に伴う改

築事業（補助事業）により対応することとした。 

これにより、問題点の緩和やコスト削減につな

がると考えられる。 

 

4. 改築施工法の選定 

 劣化診断に基づき、改築措置の要否と改築の範

囲および改築施工法について検討し、各スパンご

とにその劣化の内容・程度や施工環境を踏まえて

決定した。ここに、射水市長寿命化計画で策定し

た改築施工法の選定フローを図-3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、図-3 のフローに示す経済比較については、

施工法別にライフサイクルコストを算出して、年

平均費用の安価な工法を選定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. 長寿命化対策の実施効果 

 射水市長寿命化計画におけるライフサイクル

の縮減額は、「長寿命化対策を行った場合」と「既

往手法（布設替え・推進工）により更新した場合」

とで比較すると「毎年度改善額で 0.1 百万円」、

「LCC 改善額（現在価値）で 3.7 百万円」で、対

策による実施効果が得られた。これにより、トー

タルコストの縮減に繋がったと考えられる。 

 

6. データベースの整理と運用 

 長寿命化事業を実行し、さらにストックマネジ

メントに進化発展させるツールとして、データベ

ースによる情報システムを構築する必要がある。 

 この下水道施設管理システムでは、管路の点検

調査記録や維持管理の状況等のデータを蓄積､分

析、劣化予測することによって下水道資産の有効

活用を図るものである。 

 

7. まとめ 

下水道長寿命化支援制度は、まだ始まったばか

りで課題も多いが、当社が開発を手掛けている下

水道施設管理システムの導入により、長寿命化計

画への支援が可能になり、さらに、将来的には財

政計画とも整合性をもたせたアセットマネジメ

ントの実現も達成できると考えられる。 

図-3 改築施工法選定フロー 

スパン単位コスト 

     ・更新（布設替え） 

       マンホール間延長×工事単価／標準耐用年数 50年 

 

 

 

 

 

 

 

 

     ・長寿命化（更生工法） 

       マンホール間延長×工事単価（更生＋更新）／標準耐用年数 100 年 

 

 

 

 

 

 

 

 

維持管理

 H35

36年

50年

H21 Ｈ71

評価期間(50年)

更新

▲ △
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長寿命化対策
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図-4 ライフサイクルコストの算定 

    修繕コスト 

       {修繕費（不良本数又は不良箇所×工事単価）＋更新費}／{残存耐用年数（標準耐用年数 

50 年－経過年数）＋標準耐用年数 50年} 

  

 

 

 

 

 

 

 

評価期間

(残存耐用年数＋50年)

維持管理

 H35

残存耐用年数

Ｈ85S48

修繕新設

14年

50年

36年

H21

50年

更新更新

▲ △

※部分開削の修繕費は「不良本

数×工事単価」、内面補修の修

繕費は「不良箇所×工事単価」

とする。 

※ 


